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 本研究においては、産学連携関係の特許（大学と企業等の共同出願特許及び共同発明特

許）を特定し、その特許（研究成果）の経済的効果に関する分析を行った。大学における

研究活動は大学の運営費や国からの競争的資金などの公的な資金で賄われていることが多

い。従って、大学が知財活動の在り方について検討する際には、大学自体の経営面の効果

だけにとらわれることなく、企業におけるイノベーションに対する影響や日本全体の生産

性に対する経済効果なども含めた幅広い波及効果を考えて取り組むことが重要である。そ

のために、(1)特許データベースの構築、（2）産学連携特許の抽出、（3）大学出願特許に関

する分析、（4）産学連携特許の企業パフォーマンスに関する定量分析、（5）ライフサイエ

ンス分野における研究プロジェクトごとの分析、の5段階で研究を進めた。また、これら

の研究を進めていくうえで参考とするために、文献調査と海外調査を行った。最後にこれ

らの研究成果から、大学における知財マメジメントの在り方について提言を行った。 

 まず、特許データベースの構築であるが、IIP パテントデータベース（特許庁における

整理標準化データをベースに研究者用データベースとして加工したもの）の更新（2008年

から2009年までの延長）を行い、出願人に関する名寄せ作業、(1)個人、(2)企業、(3)大

学および(4)その他非営利団体の分類を行った。また、ライフサイエンス分野における研究

プロジェクトごとの分析において、国際出願に関するパテントファミリーに関する情報が

必要となるため、ＰＡＴＳＴＡＴ（ヨーロッパ特許庁が整備している世界の特許データベ

ース）との接続を行った。 

 次に産学連携特許の特定であるが、ここでの産学連携特許とは、大学と企業等が共同で

出願した特許（産学共同出願特許）と企業が出願している特許であるが、その発明者に企

業の従業員の他、大学教員が含まれているもの（産学共同発明特許）の両者を併せたもの

とした。これは、国立大学において2004年度の法人化前は、大学教員が参画する産学連携

プロジェクトであってもその成果は多くの場合、当該企業の単独出願となることが多いこ

とによる。大学が関与する特許として、産学共同出願特許のみを用いると、この法人化前

は当該活動を過少に評価してしまうことから、発明者情報までさかのぼって産学連携の実

態を明らかにすることとした。具体的には、企業の発明者の場合、その住所が企業の住所

となっていることが多いので、企業住所と個人住所（この多くが大学教員であると仮定）

が混在する特許を産学共同発明特許とした。ただし、データ分析や塩野義製薬に対するケ

ーススタディなどによって、発明者の住所の取り扱いについては、企業やタイミングによ

って異なることが分かった。たとえば塩野義製薬においては、2000年ごろまでは発明者の

個人住所を記載することが一般的であった。しかし、2000年以降の特許をみると同社の従

業員が発明者である場合、ほとんどの場合、企業の住所が記載されている。最近になって

個人住所から会社住所を記載する傾向は他の企業においてもみられることが分かった。こ

のように、企業発明者の住所標記は出願人や出願年によってその方針が変化しており、個
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人住所と会社住所が混在する特許をすべて産学共同発明特許とは言えないこと。従って、

ここでは、企業単独出願特許において、発明者住所が企業住所となっている特許の割合が

ある程度以上大きい出願年・出願人において、企業・個人の発明者住所が混在している特

許を産学共同発明特許とすることとした。つまり、これらの出願年・出願人においては、

出願人である企業が、従業員の発明者住所記載を会社住所とするという方針で対応してい

ると想定した。 

 1998年のTLO法から始まった一連の産学連携推進策の影響を受けて、大学における出願

特許は 90 年代後半から急増している。その中でも特に国立大学においては、2004 年の法

人化のあたりから、企業との共同出願特許が特に伸びていることが分かった。本研究にお

いては、企業が単独で出願を行っているが、発明者の情報まで遡って当該研究開発活動が

産学連携によって行われた特許か否かを特定したことにオリジナリティがある。これらの

産学共同発明特許のトレンドをみると、上記の産学共同出願特許が急激に上昇しているタ

イミングで、大きく減少傾向に転じている。このように国立大学の法人化後の産学共同出

願特許の急増は、これまでは企業単独で出願されてきた産学連携発明が共同出願に置き換

わったことによる影響が出ている。ただし、両者を合わせた産学連携特許全体をみると特

許出願件数は上昇トレンドにあり、両者の代替効果を差し引いても産学連携に伴う特許出

願は増え続けている。 

 それではこのような大学特許の増加にともない、特許の質に変化はみられたであろうか。

米国においては1980年のバイドール法の施行によって、大学からの特許数の増加がみられ

た一方で、特許の平均被引用件数などでみた質は低下したという分析結果が存在する。日

本においても大学の知財本部整備事業などの政策を受けて、大学からの出願特許数の増加

がみられるが、もし本来出願していなかった質の低い特許まで出願するようになったので

あれば、政策的な効果は低いといえる。 

「2-3. 大学出願特許に関する分析」においては、この問題に対して検討するため、大

学出願特許に関するより詳細な分析を行った。大学が出願する特許の被引用件数を出願特

許全体と比べたところ、その相対的な特許の質は2000年以降低下しているという現象は見

られなかった。従って、今のところ米国で見られたような大学特許の質の低下は見られて

いない。しかし、やはり引用情報から特許の技術的波及効果の広がりをみるためのジェネ

ラリティ指数について見ると、大学特許は平均値を上回っている（大学特許は、企業など

の特許と比べて幅広い技術分野に引用される基盤的な技術がベースになっている）ものの、

企業特許との差がだんだんと縮小してきている。このように産学連携政策の推進によって、

大学の研究内容がより企業に近いものにシフトしている可能性がある。なお、大学におけ

る特許の質については、当該大学が国立か否か、外部研究資金の獲得額の大小、特許権実

施収入の大小、大学知財本部整備事業の中間評価でAランクの大学か否か、で比較したと

ころ、国立大学、外部研究資金や特許実施料収入が大きい大学、A ランク大学の方が質の

高い特許を出願していることが分かった。ただし、これらの大学における環境によって、
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90年代前後において特許の質の変化は見られなかった。 

 近年のイノベーションシステムのトレンドを見ると企業における自前主義的な研究開発

に関する体制から、産学連携などのオープンイノベーションによって国際競争を乗り切ろ

うとする企業の姿が見られる。このようにイノベーションにおける企業と大学の連携に期

待が高まっている現在、その効果を定量的に評価することが必要である。そこで、「2-4.

産学連携特許の企業パフォーマンスに関する定量分析」では、企業パフォーマンスに注目

し、産学連携特許の効果について実証的に検証を行った。 

具体的には「2-2. 産学連携特許の抽出と検証」で抽出した産学連携特許と「企業活動

基本調査」及び「知的財産活動調査」の企業データを接続し、産学連携特許と企業の関係

について包括的な分析を行った。はじめに、産学連携特許の技術分類や産業別の連携企業

割合といった分類面での比較と、産学連携特許出願の有無で企業を分類した場合の組織面

の違いを示した。更にこれらの検証を踏まえ、産学連携特許が企業のパフォーマンスに与

える効果を定量的に評価した。結果は以下の通りである。 

 産学連携特許を分野面から見ると、重点4分野ではライフサイエンスで比較的産学連携

が行われやすいことを示唆された。また、化学系の産業で産学連携特許出願を行う企業割

合が高いことが観察された。 

 次に、産学連携特許出願と組織面の関係を検討すると、産学連携特許出願がある企業で

研究開発が活発に行われていることが示された。また、所有に対する使用のうち自社開発

率は、産学連携出願ありの企業で低く、技術に関して自前だけでなく外部からも取り入れ

る企業にとって、産学連携はその重要な機会となっていると考えられる。 

また、大学がおかれている環境からみた産学連携の状況としては、まず大学の規模（教

員数）によって産学連携の相手先企業の規模や年齢が大きく変わることがないことが分か

った。つまり、規模の大きな大学だからといって大企業と主に連携を行っていることはな

い。また、TLO を有している大学かどうかによっても、相手先企業の規模や年齢は影響を

受けない。しかし、大学と同じ都道府県においてはより中小企業と他府県においては大企

業と連携を行う傾向がある。また、大学知財本部整備事業の中間評価でA ランクであった

大学は、それ以外の大学と比較してより大企業と連携している傾向が見られた。 
 企業のパフォーマンスへの効果では、生産性と利益率の観点から分析を行い、生産性へ

の効果が認められた。また、重点4分野ではライフサイエンスでの産学連携で生産性への

プラスの効果が示された。大学側条件を追加した分析では、教員数の多い大学と連携する

企業でプラスの効果が見られ、また、地理的条件に左右されない企業で連携効果は大きく

なることが示された。さらに、企業規模と大学側条件の関係を考慮すると、大企業で大学

規模による生産性への効果が大きくなることがわかる。しかし、この大学と企業の地理的

条件と大学の規模の影響はお互いに関連していることに留意することがある。つまり、産

学連携において地理的な制約が少ない大企業は主に大規模の大学を連携を上げることによ

って、生産性が高まっている一方で、中小企業においては、地元の大学と連携することが

‐ 3 ‐



 
 

その経済効果が大きいという結果が得られた。 

 次に「2-5.ライフサイエンス分野における研究プロジェクトごとの分析」においては、

医薬品の分野にフォーカスして、医薬品の開発パイプラインごとに産学連携特許とその効

果について詳細な分析を行った。具体的には、まず医薬品の研究開発状況に関するデータ

ベースとしてThomson Pharmaを用いて、医薬品開発パイプラインの状況とそれぞれのパイ

プラインの化合物に関する特許情報を 1496 件抽出した。さらにその特許番号を PATSTAT

のパテントファミリーデータに接続し、パテントファミリーの中で日本に出願されている

特許をその医薬品に関する日本特許として「（2）産学連携特許の抽出と検証」で作成した

産学連携特許データに接続し、最終的に721件の医薬品についてその医薬品に関する日本

特許情報を特定し、そのうち14件の産学連携特許を元とする医薬品を特定した。その上で，

産学連携特許と大学研究者が関与していない特許（企業特許）が医薬品の開発成功確率に

与える影響について分析を行った。具体的には、抽出した 14 件の産学連携特許を含む医

薬品を産学連携医薬品とし、産学連携医薬品とそれ以外の医薬品について、治験における

各フェーズでの成功確率と連携の関係について計量分析を行った。おもに、（1）産学連携

政策が行われた 1990 年代後半以降は産学連携に基づく特許が増えているか、（2）産学連

携の研究成果としての研究開発パイプラインはその成功確率が高いか、の 2 点について検

証を行った。結果として、2000 年の前後で産学連携による成果について大きな変化がない

ということが分かった。ただし、ここでは産学連携特許が 14 件と数が少なく、医薬品プ

ロジェクトのすべてのデータを対象にした分析でもないので、この結果をもって、産学連

携政策の影響がでていないとは言えない。また、医薬品の研究開発は長期間にわたるプロ

セスを必要とし、特に大学などにおける特許はより基盤的で広範囲に影響を及ぼすものが

中心であると考えられるので、政策の影響がでるには時間がかかることが想定される。従

って、ここでは産学連携政策の影響がまだ現れていないというのはむしろ自然な結果と言

えるのかもしれない。 
 次に産学連携特許とフェーズ 1～フェーズ 3 及び上市に関する確率の関係をみた結果、

連携ダミーについてすべてのフェーズで正の係数が得られたが、統計的有意となったのは

上市確率のみとなった。医薬品に関する臨床試験はフェーズ 1 については健常者に対する

毒性検査、フェーズ 2 は薬効検査、フェーズ 3 が実際に処方されるプロトコルに従って行

われる総合的な検査が行われる。大学などにおける研究成果がベースになった医薬候補品

は、従来のものと比べて科学的な知見に基づく画期的なものであることが高いと考えられ

る。このような医薬候補品の開発成功確率は研究開発後期において見られることが分かっ

た。 
 最後にこれらの分析結果を通じて、大学における知財マネジメントに対する提言を行う。

その前に産学連携の経済効果分析の結果をより定量的にまとめると以下のとおりとなる。 

 産学連携特許の割合は企業レベルの生産性を押し上げる効果がある。具体的には企業

における産学連携特許のシェアが1％上昇すると生産性は0.08％程度上昇する。 

‐ 4 ‐



 
 

 教員数の多い大学との産学連携はより効果が高い。具体的には教員数を 1％増えると

企業の生産性は0.05％程度上昇する。ただし、規模の大きい大学との共同によって成

果を上げているのは主に大企業である。中小企業については、規模の小さい大学との

連携において成果が上がる可能性が高い。 

 地域的に近接性のある大学との連携は必ずしも企業レベルの生産性に対してプラスの

効果があるは言えない。むしろ他府県との連携を行っている企業の方が生産性のレベ

ルが高い。ただし、これはやはり企業の規模によっても異なり、中小企業においては

地元の大学との連携の方がより効果が上がる可能性が高い。 

 90年代後半からの産学連携政策によって、産学連携特許の生産性に対する効果が上昇

しているということは言えなかった。しかし、その効果が低下しているということな

ないので、産学連携特許のシェアが高まっている一方で効果が一定であるということ

は、産学連携のマクロレベルの生産性に与える寄与度は上昇しているといえる。 

 大学における知財マネジメントと産学連携の生産性効果の関係については、TLO のあ

る大学との連携、知財本部推進事業の中間評価でA評価となった14大学との連携、の

それぞれについて特に強い影響がでているという結果は得られなかった。ただし、上

記のタイムトレンドに関するインプリケーションと同様、これらの大学についてはよ

り多くの特許において産学連携活動が行われていることから、経済に与えるインパク

トとしてはより大きなものをもたらしているといえる。 

 最後に技術分野別の産学連携の効果であるが、ライフサイエンスの分野で高い効果が

得られることが分かった。他の重点 4 分野（情報通信、ナノ及び環境）については、

平均的な効果と統計的に有意な違いがないことが分かった。 

このような分析結果から、経済全体への波及効果といった観点から、大学における知

財事業の在り方について、以下のようなインプリケーションが導出される。 

 産学連携活動は、企業の生産性に対するインパクトなど経済の活性化につながるもの

である。1990年後半以降、大学における知財活動は活発化しているが、その効果が低

下しているということは見られていないので、引き続き当該活動を活性化させること

が重要である。 

 しかし、知財事業の在り方については、大学の特性によって異なる。比較的規模の小

さい大学においては、規模の小さい地元の企業との連携を進めることが効果的である。

その一方で大規模な大学においては、地元にこだわらず全国的に大企業との連携を進

めることが適当である。 

 大学において TLO や知的財産本部を置くことによって、企業に対する生産性インパク

トが大きくなるという結果は得られなかったが、これらの大学においてはより多くの

産学連携特許を出願しており、経済全体に対するインパクトという面ではより大きな

影響を与えている。これらの活動は企業におけるイノベーションや生産性といった経

済効果をもたらすものであることから、ライセンス収入などの大学としての直接的な
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効果のみで議論するのではなく、大学における研究成果の社会的還元という公共的な

意義も含めて今後の在り方について検討すべきである。 

 技術分野別にみるとライフサイエンスの分野でより経済的効果が大きい結果がでてお

り、大学においても産学連携や特許出願において当該技術分野について重点的に行う

べきである。 
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